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「次元の異なる少子化対策」への挑戦に向けて 

（論点整理） 
 

令 和 ５ 年 ３ 月 ２ ７ 日 
自 由 民 主 党 
「こども・若者」輝く未来創造本部 

 

 

昨年の出生者数は 80 万人を下回り、戦後すぐのベビーブーム期の 260 万人や第２次ベビ

ーブーム期の 200万人の３分の１にまで減少している。少子化対策は、我が国の社会経済の

存立基盤を揺るがす、待ったなしの課題である。 

結婚・出産の適齢期を迎える若者は、2030 年を境に大幅に減少する見込みであり、この

10 年間が日本の少子化を反転させられるかどうかの最後の期間である。そうした危機感を

もって、若者や子育て世代が将来に希望をもって安心して子育てできるような社会の実現に

向けて、大胆で前向きな施策を実行していかなければならない。 

「こども・若者」輝く未来創造本部の下におかれた「こども・若者」輝く未来実現会議に

おいては、本年２月から 11 回開催し、地方３団体、様々な関係団体からのヒアリングに  

加え、人口学の専門家や先進的な取組を行う海外の施策についてのヒアリングや、現場視察

を行うとともに、少子化対策調査会や教育・人材力強化調査会等における議論の成果を踏ま

え、精力的に議論を進めてきた。 

今般、党として、目指す社会や取り組むべき施策の方向性について、論点整理をまとめた。

政府に提出するとともに、今後、この論点整理をベースとして、６月の骨太方針までに、政

策の優先順位や財源のあり方も含めて更に議論を深め、党としての提言をまとめていく。 

 

１． 「こどもまんなか」の少子化対策が目指す社会 

本年４月１日に施行されるこども基本法の趣旨にのっとり、いかなる状況や事情の中で 

あっても、すべてのこどもが、ひとしく皆から尊重され応援される社会を目指す。すべての

こどもが愛され、教育を受けることができ、年齢および発達の程度に応じてその意見を表明

でき、その意見が尊重される。その実現に向け、政府の各種施策は行われなければならない。 

若者は、学びやキャリア形成と結婚・出産・育児を同じ時期に求められ、かつ現所得も  

低く将来の成長も見通しがない。その中でまず稼ぐことを考え、キャリア向上やさらなる学

びを求め、結果として結婚・出産・育児が後回しになり、少子化に歯止めがかからないのは
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必然である。この状況を打開するためには、若者の所得を目に見える形で継続的に向上させ、

さらに補う政策が必要である。また、若者が自力で所得を向上させた場合に、子育てに対す

る支援が減る仕組みでは、せっかく流した汗が報われない。こどもや子育てに対する尊重や

応援は、誰にも等しくあるべきである。そうしたことにより、若い年代からでも結婚・出産

がより前向きに考えられるようにする。 

すべてのこどもが安心できる暮らしを、保護者のみならず保護者同士や地域全体、そして

国まで、社会の皆で守り支えることが大事である。親が働いていても、家にいても、学びの

中であっても、同じように支援されるべきである。 

家庭の中で、父親と母親が相互に補い合いながら、二人でこどもを育てることができるよ

う、社会が支援する。二人で担っても大変な子育てを一人で担っている保護者、双子やきょ

うだいが多い家庭、困難を抱えているこどもとその保護者には、より一層の支援を行う。 

経済界も、出産・子育てを単なる労働力の損失と捉えるのではなく、次世代への投資と捉

えて、応援の一端を担う。子育てが済んだ年代層も、子を持たない選択をする者も、やはり  

応援の一端を担う。 

日本社会の皆で、若者の人生の選択を支え、すべてのこどもと子育てを尊重しかつ応援し、

困難をサポートする社会を実現する。このことを通じ、すべてのこどもがそれぞれに健やか

で幸福な生活を送ることができ、かつ子を産み育てる親もそのやりがいやよろこびを感じる

ことができるようにする。それが「こどもまんなか」の少子化対策である。 

 

 

２． 施策の方向性 

 どのライフコースを選んでも結婚・妊娠・出産・子育ての各場面での希望がかなえられる

社会の実現が必要であり、「次元の異なる少子化対策」に相応しい施策を講じ、ライフステ

ージごとの支援を総合的・抜本的に充実し、優先順位をつけて実施していく。現金給付・現

物給付のバランスを図りつつそれぞれ一層の充実と普遍化を図っていく。 

 

（１） ライフプランニング支援 

  個人がライフプランを設計する上で、正確な情報を提供する支援が重要である。少子化

が進む中で、人生の中で乳幼児とのふれあいの機会自体が少なくなっている。学校段階で

の乳幼児とのふれあい体験など実際の体験を通じて、こどもを持つことを実感し命の尊さ
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やこどもを持つことについてのイメージ、喜びが感じられるライフプランニング支援が必

要である。 

 

① 小中高等学校段階での赤ちゃんとの触れ合い教育（育児インターン） 

② 性や妊娠、命の尊さに関する正しい知識の啓発、よりよい人間関係を築くための発

達段階に応じた包括的性教育の議論、安心・安全で健やかな妊娠・出産、産後の健

康管理を促すプレコンセプションケアの普及 

 

（２） 若者のキャリア形成支援・キャリアコース柔軟化、賃金向上 

  少子化の主要因の一つは「非婚化・晩婚化」である。そして、「非婚化・晩婚化」の    

要因は、結婚資金の不足、不安定な所得・雇用環境である。若者が経済的基盤を確保する

ための環境づくりが必要である。 

 

① 若年層が結婚できる経済環境づくり（正規雇用化の推進、若年層を重視した賃上げ、

最低賃金の引上げ） 

② 国・地方自治体・企業が連携した給付型奨学金およびいわゆる「出世払い奨学金」

の拡充 

③ 自営業・フリーランスの保護者の育児時の負担軽減 

④ 女性の補助職的な働き方から総合職への転換、地方における新たな女性雇用の創出 

 

（３） 結婚への希望をかなえるための支援 

  若い世代が結婚しない理由として、「適当な相手にめぐりあわない」ことや、「結婚資金

が足りない」ことが上位に挙げられている。若者の地方からの流出に加え、かつては結婚

に向けた社会システムであった「お見合い」や「社内結婚」の社会的機能が最近は失われ

てきているため、これらの機能を補うための施策が極めて重要である。 

 

① 新婚世帯への住宅支援、三世代同居・近居・隣居への支援、多子世帯への住宅支援、

祖父母世代の育児サポートへの配慮 

② 出会いサポートの拡充強化 

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・機運醸成（結婚祝い金等） 
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（４） 妊娠・出産・育児の環境に投資 

  理想のこども数を持たない主要因は、経済的理由であり、経済的支援が重要である。  

また核家族化の進行により、産前産後の母親や父親への私的な支えがぜい弱になっている。

産後うつ対策や母乳ケアをはじめ、産後ケア事業の充実やこども支援センターの整備・充

実など産前・出産・産後を通じたサポートの充実を図り、安心してお産できる環境を再構

築するべきである。こども施設について、これまで重視されていた量の拡充に加え、質の

拡充についてもより重点を置くべきである。 

 

 【４－１ 妊娠・出産支援】 

① 出産費用等の保険適用および自己負担分の支援の具体的検討、分娩および産前産後

ケアについてかかりつけ助産師も活用した充実および地域ネットワーク化 

② 妊娠段階からの伴走型相談支援の回数および期間の拡充、アウトリーチ充実 

③ 不妊治療の推進、ハイリスク出産への支援、健康上の理由で妊娠抑制している方へ

の相談支援、望まない出産へのフォロー 

 

 【４－２ 育児・就学前支援】 

① 児童手当の拡充（給付額の検討、所得制限の撤廃、対象年齢の引き上げ、多子世帯

をより手厚く）、在宅保育家庭への経済的支援 

② 保育士等の処遇改善・配置基準改善、幼児教育・保育の無償化の拡充、副食費のあ

り方の検討 

③ 保育園・認定こども園・幼稚園について、誰でも子育てについて相談できる体制や、

親の就労の有無に関わらず短時間から預けられる体制の整備 

④ 病児・病後児保育の制度化検討および拡充、障害児保育の拡充 

⑤ こども施設の「質の向上」を促すためのモニタリングと評価の仕組みの検討 

⑥ 乳幼児・児童の健診回数および項目の拡充 

⑦ こどもの医療費の無償化、国民健康保険補助減額措置の撤廃 

⑧ 今後設置されるこども家庭センターの一層の充実、専門性向上 

⑨ ベビーカーや子連れを前提としたインフラ・施設・通学路等整備の推進 

  

【４－３ 就学後支援】 

① 小中学校の給食費の無償化 

② 学童保育・放課後子ども教室等の拡充 

③ 働く親や学ぶ親に対する地域でのファミリーサポートサービスの拡充、家事援助・

ベビーシッター等への支援 

④ こども食堂の支援、こどもの居場所・遊び場の整備及び維持への投資 

⑤ こどもを犯罪から守るための日本版ＤＢＳの制度化 
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（５） 共に育児する環境整備 

  女性の就業率が 80％に達しつつある中で、また、子育てや家事などについて家庭内で

男性が一定の役割を果たすことが必要不可欠となっている現状において、仕事と子育ての

両立実現は、少子化を克服するための必要条件である。 

 

① 両親ともに、育児休業の拡充および育児休業給付の充実（育児休業給付の手取り 10

割確保） 

② 高い目標値を設定した男性の育児休業促進と分割取得の拡充、そのための企業規模

に配慮した支援策の検討 

③ 非正規労働者が育児休業を取得しやすい環境整備 

④ 育児休業の対象年齢の拡大と対象外の自営業者などへの経済的支援 

⑤ 育児休業後の職場復帰支援、育児休業を取得した者も昇進を目指せるキャリアパス

の実現 

⑥ 育児期の者の長時間労働の是正 

⑦ 勤務間インターバルの制度の導入促進、選択的週休３日制の検討、短時間勤務への

助成 

⑧ 税や社会保険加入要件等に関する「壁」の解消 

 

（６） 教育費の負担軽減 

  少子化の要因の一つとして、子育てや教育にお金がかかりすぎることが指摘されており、

国の役割を踏まえ、教育の機会均等を図る観点から、その負担軽減を図ることが必要で 

ある。特に、高等教育について費用負担が大きく、全ての意欲のある者が支援を受けられ

るようその負担軽減が喫緊の課題である。 

 

① 小中学生の就学援助の拡充（対象経費や費目の充実） 

② 高校等の授業料の実質無償化の拡大（段階的な対象拡大）、高校生等の奨学給付金の

拡充（給付額の増額、段階的な対象拡大） 

③ 高等教育費の支援の大幅拡充、貸与型奨学金の子育て世帯への配慮、出世払い型奨

学金制度の導入 

④ 職業キャリア教育における施設費や実習費の支援 

 

（７） 公教育の再生 

公教育にはこれからの社会を生き抜く力を保障してくれる新たな姿が求められている。
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「一律に与える教育」から「個々の学びを引き出し、ウェルビーイングを重視する教育」へ

の転換を更に進め、社会に開き、このような教育を展開する学校を再構築していくこと、そ

のような変革の先に、「こどもを安心して任せることができる質の高い公教育」が実現する。 

 

① 幼児教育の質の向上 

② 教職員の働き方改革や処遇および定数の改善、質の向上 

③ 教員業務支援員、学習指導員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ー、医療的ケア看護職員、栄養教諭、養護教諭等の配置拡充 

④ こどもデータ連携の基盤でもある GIGAスクール構想の継続と更なる充実 

⑤ 不登校特例校の更なる拡充 

⑥ コミュニティ・スクール・地域学校協働活動推進員の配置拡充、部活動の在り方の

見直し 

⑦ 命の尊さを学ぶための地域人材を活かした学校動物飼育の充実のための工夫 

（８） 貧困や障害など困難がある子への支援を一層厚くする 

  障害・発達障害のあるこども、医療的ケア児、社会的養護経験者、ヤングケアラー、外

国にルーツを持つこどもなど、様々な困難を抱えるこどもや家庭を支えていくことは、そ

うしたこどもや家庭自身にとって重要であることはもちろん、どのような状況等にあって

も社会全体でこどもや子育てを支えるという社会意識の変革にも繋がる。 

 

① 児童発達支援センターの機能強化とインクルージョンの推進、教育関係機関との連

携の強化 

② 児童相談所や一時保護所等の一層の充実 

③ 特別児童扶養手当、障害児への福祉的給付（例：補装具費支給制度）の所得制限の

見直し 

④ 障害があるこどもの保護者への支援の検討、訪問支援の対象拡大の検討 

⑤ 社会的養護経験者の伴走・自立支援の強化、大学受験時の負担軽減の検討 

⑥ 医療的ケア児等、専門支援が必要なこどもへの対応強化 

⑦ 児童扶養手当の充実および所得制限の見直し、低所得子育て世帯生活支援特別給付

金の柔軟な実施、ひとり親家庭の自立支援の強化や養育費の確保支援、等価可処分

所得の考え方による施策の再検討 

⑧ 不登校・ひきこもりのこどもおよびその家庭へのフォローアップ拡充 

⑨ こどもホスピスの実現、CDRの制度化 

⑩ 孤立解消やピアサポート等のヤングケアラーの支援拡充 

⑪ 外国にルーツを持つこどもの学習・生活等の支援拡充 
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（９） 申請主義からの脱却、事務負担軽減、こどもＤＸ 

  妊娠・出産・子育てにわたるデジタル化を進め、子育て世帯の負担を軽減するとともに、

情報・データを活用したプッシュ型の情報発信・支援を充実させることが必要である。 

詳細は、こどもＤＸ小委員会が纏めた「こどもＤＸ推進に向けた提言」を参照されたい。 

 

① こども家庭庁内に、こどもＤＸを検討・推進する常設の組織（部局）設置。デジタ

ル庁においてもこどもＤＸを準公共分野の重点領域としチームを維持。 

② 政府レベルで、以下の３つのこどもＤＸのコアシステムを検討し、実現。 

➢ 困難を抱えるこどもの見守りシステム（こどもの見守りデータ連携実証事業の

成果を全国の自治体に展開。こどもや親がアクセスしやすいようにＳＯＳ相談

はＳＮＳやチャットボットに移行。個人情報保護法の関係を更に整理し検討） 

➢ 子育て家庭への行政手続きの利便性向上（行政手続きをオンラインで完結させ

るために、国と都道府県、市区町村の個別制度や根拠法、根拠条例を整理。申請

によらずとも手当や補助金を自動的に公金口座に振り込まれるよう推進） 

➢ 電子母子手帳システムの検討と実現（電子母子手帳システムを起点として、こ

どもの成長や状態を記録し活用するシステムを構築。妊娠期から出産、育児、小

中学校・高校等の学校検診等の情報の接続を実現。予防接種について、任意接種

についてもデジタル化を実施） 

③ 自治体レベルで、こどもに関わる担い手や組織がこどもを支援するＤＸの仕組みを

検討し実現する。 

➢ こどもの支援に関わる様々な担い手や関係各所（ＳＳＷ、ＳＣ、学校担任、児童

相談所職員、こども家庭支援センター相談員等）の役割や責任の所在、在り方を

整理する。一人ひとりのケースワークに対応するよう情報の連携強化を行う。

こども家庭センターを、児童等への支援に関する連携や自治体ＤＸの中心的な

役割を担うものと位置づける。 

  

もとより結婚は個人の自由な意思決定に基づくものであるが、若い世代の結婚・子育てに

関する希望がかなえられていない現状を変えていく必要がある。今後、国民みなが危機感を

共有しながらこども・子育てを社会全体で応援すべく、総理の下で国民的な議論を喚起し、

施策の周知方策も含めた検討をするための会議を設けることが考えられる。 

また、上記のほか、教育と福祉・地域の連携、家族形態が多様になる中でのこどもの最

善の利益の実現を図るための家族制度の在り方（共同親権、養育費、親子交流など）、各種

控除などの税制の在り方についても、取り組んでいくべきである。  
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【「こども・若者」輝く未来創造本部】 

令和５年 １月１９日（木）１５：３０～ 

議題：関係省庁会議（第１回）の議論について【報告】 
 

【「こども・若者」輝く未来実現会議】 

第 １ 回 令和５年 ２月 ６日（月）１６：３０～ 

議題：団体ヒアリング①（自治関係） 

第 ２ 回 令和５年 ２月 ８日（水）１５：００～ 

議題：関係省庁会議(第２回)の議論（経済的支援の強化）について【報告】 

  第 ３ 回 令和５年 ２月１３日（月）１５：００～ 

議題：団体ヒアリング②（厚生関係①） 

第 ４ 回 令和５年 ２月１６日（木）１３：００～ 

議題：ハンガリーにおける少子化対策について 

パラノビチ・ノルバート ハンガリー駐日特命全権大使 

  第 ５ 回 令和５年 ２月２０日（月）１４：３０～ 

議題：団体ヒアリング③（教育関係・建設関係） 

第 ６ 回 令和５年 ２月２１日（火）１３：００～ 

議題：関係省庁会議(第３回)の議論（幼児教育・保育サービスの強化、 

全ての子育て家庭を対象としたサービスの拡充）について【報告】 

第 ７ 回 令和５年 ２月２７日（月）１５：００～ 

議題：団体ヒアリング④（厚生関係②・ＮＰＯ関係） 

第 ８ 回 令和５年 ３月 ６日（月）１５：３０～ 

議題：有識者ヒアリング 

安藏 伸治 明治大学政治経済学部 教授 

               （明治大学付属明治高等学校・明治中学校 校長） 

第 ９ 回 令和５年 ３月１３日（月）１５：３０～ 

議題：関係会議等からの報告 

・少子化対策調査会 

・教育・人材力強化調査会 

・Children First 勉強会 

 (視 察) 令和５年 ３月２０日（月） 

福島県二本松市 学校法人まゆみ学園 

第１０回 令和５年 ３月２２日（水）１５：１５～ 

議題：論点整理の骨子案について 

第１１回 令和５年 ３月２３日（木）１５：３０～ 

議題：関係省庁会議(第４回)の議論 

（働き方改革の推進と育児休業制度の強化）について【報告】 
 

【「こども・若者」輝く未来創造本部】 

令和５年 ３月２７日（月）１５：３０～ 

  議題：論点整理（案）について 

（参考）       開 催 実 績 
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こどもDX推進に向けた提言 

令和 5年 3月２２日 

自由民主党 「こども・若者」輝く未来実現会議 

こどもDX小委員会 

 

 

「こども・若者」輝く未来実現会議では、「こどもまんなか」という考え方で、こども政策を抜

本的に見直すための議論が進められてきた。そして、2023年4月 1日には、ついにこども家

庭庁が発足し、さらなる「こどもまんなか」社会の具現化を進めていく。一方、デジタル化社会

において、こども・子育ての政策に関して、こども家庭庁がリーダーシップをとり、デジタル化

を推進することが求められることから、今後、政府内でこども DX の議論を本格化させること

が決まった。それに合わせて党内でも「こども・若者」輝く未来実現会議の下に、こども DX 小

委員会を立ち上げた。 

こどもDXの目的は、従来のプル型（申請・窓口主義）からプッシュ型（DX・伴走主義）サービ

スへの転換である。それには、子育てに関する行政手続きの利便性向上だけでなく、困難を抱

えるこどもの見守りや、現場の負担軽減についても非常に重要な範囲として含まれている。本

提言は、この目的を念頭に集中的な議論を行い、今後、国が取り組むべき施策について取りま

とめたものである。 

 

1. 取り組みの方向性 

こども家庭庁内には、こどもＤＸを検討・推進する常設の組織（部局）を立ち上げる。そして、

デジタル庁内の準公共分野の重点領域としてこども DXのチームを維持する。これらのチーム

によって、こども DX の全体像を見直し、体系的なこどもや家庭への支援が行えるような、入

口（みつける）・中口（つなげる）・出口（支える）の類型によって分類されるアーキテクチャを作

成し、こども DXを支えるそれぞれのシステムとデータの整理をする必要がある。そして、情報

やデータが分断している現状を解決し、情報やデータがスムーズに流れるために、縦割り（組織）

×横割り（国、県、市）×年代割り（妊娠、出産、保育、小中、高校）や民間と行政の連携、自治体

間の連携、ＳＯＳの入口としての GIGA端末の活用等の課題についても、早急に全体像の整理

を行う。 

 

2. こどもDXにおいて、特に充実が求められる施策 

⚫ こどもの見守りデータ連携実証事業 

こどもの見守りデータ連携実証事業を全国の自治体に展開し、家庭やこどもの状況

をきめ細かく把握できる仕組み、こどもの診療履歴や学習履歴が把握できる仕組み、

育ち支援システムのデータや学校のデータなどを活用した、虐待、いじめ、不登校な

どの早期発見や未然予防ができる仕組みを促進する。その際の、こどものデータと
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個人情報保護法の関係については、さらに整理し検討する必要がある。また、SOS

相談は電話から SNS やチャットボットへ移行し、こどもや親がアクセスしやすいアプ

リや仕組みを構築する。 

⚫ 電子母子手帳システム 

紙の母子手帳に代わる仕組みとして、電子母子手帳システムを基点として、こどもの

成長や状態を記録し活用するシステムを構築する。妊娠期から出産、育児、小中学

校・高校等の学校健診等の情報等の接続を行う。また、予防接種の任意接種（おたふ

くかぜ、インフルエンザ）についても、デジタル化を行う。 

⚫ 子育て家庭への行政手続きの利便性向上 

「書かない窓口、行かなくていい窓口」を実現するため、行政手続きをオンラインで完

結させる。そのために、国と都道府県、市区町村の個別制度や根拠法等を整理し、期

待度と実現度を明確にし、タイムスケジュールを示す。また、申請によらずとも手当や

補助金が自動的に公金口座に振り込みされるよう推進する。 

⚫ 民間アプリの充実と連携を推進する 

現在、こども・子育てに関するアプリは、民間のアプリが多数存在しているが、それぞ

れの民間アプリの良さを生かすことが重要である。そこで、アプリがそれぞれ繋がる

様にプラットフォームやべースレジストリーのデータの整備を行う。また、政府は、民

間のアプリ事業者と自治体のマッチングを主導し、ユーザーに対しては、様々なアプ

リや膨大な情報の中から、どのようなサービスがあるかが一目でわかるディレクトリ

ーサービスの検討を行う。 

 

3. 推進するための体制の強化 

上記の取り組みを支え、こどもＤＸを推進していくためには、現場を支える地方自治体や専

門的な人材が、有機的・総合的にこどもＤＸを推進する体制を整え、データを有効に使えるよう

にする必要がある。具体的には、国は以下の施策に取り組む必要がある。 

⚫ こどもの支援に関わる担い手の在り方と役割分担、情報連携プロセスの明確化 

現在、こどもの支援には、多種多様な担い手が存在し、属人的で断片的な情報連携

によって、責任者となるケースワーカーが不在となっている。このような現状を踏ま

え、SSW、SC、担任、養護教員、児童指導担当職員、CW、民生委員、地域子育て支

援員、自立支援相談員、家庭相談員、児童委員、こども家庭室職員、児童相談所職員、

子ども家庭支援センター相談員、保健センター保健師、要対協関係者等、こどもを支

援する担い手のそれぞれの位置づけを整理することが必要である。また、民生委員、

児童委員等の高齢化に対して、こども・若者同士が支え合える「こども若者サポータ

ー」創設をあわせて検討する。その際、ケースワークにしっかりと対応できるようにす

るため、それぞれの担い手の役割、プロセスを明確にして、イギリス式のこどもソーシ

ャルワーカー等を参考にした育成をあわせて行うことが重要である。 
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⚫ 自治体のこどもDXの指令塔（責任と権限）の設置を行う 

自治体ごとで、より効果的なこども DX が図られるよう、情報の統合・最適化・活用

を図る「司令塔」を整備し、担当者や専門家の配置や育成を行う権限、責任者をしっ

かりと定義する。その際、こども家庭センターを、支援を必要とする児童等への支援

に関する連携や自治体のこどもＤＸの中心的な役割を担うものとして位置付ける。

また、高度なデータ処理を行うことができる人材の支援として、地域の大学、高等専

門学校等での DX人材育成、民間企業等との人材交流の促進等を推進する。 

⚫ 自治体間の情報連携を促進し、データ規格の統一をする 

自治体間等のこどもの情報連携を促進するために、個人情報連携、業務ＤＸの調査

事業を立ち上げる。その調査結果をもとに、こどもの支援等に関する情報について、

転出入や自治体間をまたがるこども支援を行うに際して、他自治体と共有できる仕

組みを整備する必要がある。また、自治体内においても、市長部局、教育委員会等の

データを整理・統合し、情報連携の仕組みが構築されるよう推進するとともに、NPO

連携、特に広域 NPO と地域行政とのつなぎや、自治体、児童相談所、こども家庭セ

ンター、教育委員会等の組織間の情報連携も合わせた全体的な情報共有のグランド

デザインを作成する。 

⚫ 地域コミュニティの創出と育成に寄与するデジタルの仕組みを促進する 

核家族化が進む現状において、孤独な育児の解消のためには、地域コミュニティが非

常に重要な役割を担うことから、地方自治体の地域コミュニティの創出と育成に寄

与するデジタルの仕組みを積極的に推進する。 

 

4. 今後さらに検討が必要な事項 

今後検討が必要な事項についても、合せて提言する。就学後の教育ＤＸの領域に比べ、特に、

就学前のＤＸ化の議論が遅れていることから、集中的に、就学前の子育て支援のためのＤＸ化

を検討し、実現する。重要な領域は以下の通り。 

⚫ 保育施設現場の負担軽減のためのＤＸ 

監査を紙で持参、保存を義務付けている現状を踏まえ、監査の標準化・ペーパーレス

化、監査結果の自治体間連携による監査ワンスオンリー化、オープンデータ化等を行

う。また、施設が保有するこどもデータ標準化を検討する。併せて施設から行政への

給付金業務の業務変革、ペーパーレス化・キャッシュレス化、保育施設 ICT セキュリ

ティガイドラインの制定も図る必要がある。 

⚫ 保育園・学童申請、保護者連携DX 

保育園や学童の申請に際して、保護者の負担を軽減させるために、マイナンバーカー

ドを前提としたオンライン申請を検討する。また、保育施設・教育機関と保護者との

連絡コミュニケーションのため、ICTツールなどの導入補助を加速したり、保育施設・

教育機関と保護者との請求・支払キャッシュレス化の徹底を検討する。 
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⚫ こどものヘルスケア PHR 

自治体採用システムに関わらず、生まれた時から大人になるまでの PHR 情報は、政

府アプリで用意し、確認できるようにすることを検討する。例えば新型コロナにおい

ては、ワクチン接種記録アプリをすべての保健所が使う HERSYS から、My-

HERSYS へ、通知・療養証明書などが送れる仕組みにしているため、参考にできる。 

 

5. おわりに 

政府には、本提言の内容を速やかに実行に移すことを求めるものである。こども DX は、こ

れからのこどもまんなか社会において、極めて重要な役割を担う政策となる可能性を秘めて

おり、政策・法律・予算を不断に見直し、取組を推進していかねばならない。本小委員会におい

ても、本提言が着実に実現されるよう、政府の取組状況を定期的にフォローアップしていく。 

 

6. これまでの小委員会内容 

⚫ 第１回 令和 4年 12月 13日「こども DX に関する政府の取り組み状況について」 

➢ 内閣官房 こども家庭庁設立準備室 

➢ デジタル庁 国民向けサービスグループ 

⚫ 第２回 令和5年2月2日「地方自治体のこども見守りデータ連携の事例について」 

➢ 大阪府箕面市教育委員会子ども未来創造局子育て支援室  

➢ 兵庫県尼崎市教育委員会  

⚫ 第３回 令和 5年 2月 9日「産前産後・母子保健のDXについて」 

➢ 厚生労働省 

➢ 母子モ株式会社 

⚫ 第 4回 令和 5年 2月 14日「アウトリーチ支援における DX について」 

➢ NPO 法人 Learning for all 

➢ NPO 法人 あなたのいばしょ 

⚫ 第 5回 令和 5年 2月 22日「児童虐待におけるＤＸについて」 

➢ 厚生労働省 

➢ 株式会社 AiCAN 

⚫ 第 6回 令和 5年 3月 8日「地域コミュニティとデジタル化について」 

➢ 株式会社 AsMama 

➢ TIS株式会社 

⚫ 第７回 令和５年３月１６日 

➢ 論点整理（案） 


